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関連組織及び権限範囲 

 
いくつかの省庁が、カンボジアにおける知的財産権の保護についての役割を担う。以下に、これらの省庁

及びそれらの権限範囲について説明する。  

2.1 国家知的財産権委員会 

国家知的財産権委員会(NCIPR: The National Committee for Intellectual Property Rights)が、カンボ

ジアにおける知的財産権の保護に関する政府機関を調整することを目的として、2008年に カンボジア閣

僚会議令によって設立された11。国家知的財産権委員会(NCIPR)は、1999 年に閣僚会議令によって設

立された、知的財産権の３つの分野を管轄する閣僚委員会に代わるものである12。 

実際には、国家知的財産権委員会(NCIPR)の役割は、知的財産権に関わる 3 つの主要機関(工業財産

局、知的財産局、著作権局)を監督することである。このことは、以下の組織図に示される13。 

 

国家知的財産権委員会(NCIPR)の目的は、以下のものを含む： 

                                                   

11 20018年 9月 18日付閣僚会議令 No. 142 ANKR.BK号 

12 WIPO, Workshop on Sub-Regional Workshop on The Establishment of Information Technology (IT). Infrastructure 
for The Effective Utilization of Patent Examination Results of The Other Intellectual Property Offices (IPOs). 

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/aspac/en/wipo_asean_ip_tyo_12/wipo_asean_ip_tyo_12_ref_z_cambodia.pdf 

13 http://www.eurocham-cambodia.org/uploads/4aef3-sim-sokheng.pdf 

国家知的財産権委員会

(NCIPR)

工業・手工芸省: 

工業財産局

商務省:

知的財産局 (DIPR)

文化芸術省:

著作権局 (DCPR)
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知的財産局は、国家知的財産権委員会(NCIPR)の事務局を担う。  

2.2 カンボジア模倣品対策委員会 (内務省)  

カンボジア模倣品対策委員会(CCCC: The Cambodian Counter Counterfeit Committee) は、知的財産

権の行使に関して指導的役割を果たす他の機関である。カンボジア模倣品対策委員会は、健康及び社

会安全に有害である模倣品を除去するために召集された、14 省庁及び参加の機関で構成されている。

詳細を、下表に挙げる。 

省庁 団体 

内務省 国家警察の警察署 

司法省 入国管理局 

保険省 軍警察 

工業・手工芸省 関税消費税総局 

情報省 反経済犯罪警察局 

観光省 カンボジア輸出入検査・不正抑制局 

(CAMCONTROL: General Department of 

Cambodian Import-Export Inspection and 

Fraud Suspension) 

教育・青少年・スポーツ省 

農林水産省 

 

カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)は、約 8 年前に設立されたが、2014 年まで活動していない状態に

あった。2014 年に、カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)の権限を定めた新しい政令が施行された。新

規な指導者によって促進され、新規かつ改善されたカンボジア模倣品対策委員会(CCCC)は、カンボジア

における知的財産権の執行体制を向上させるために主導権を獲得した。カンボジア模倣品対策委員会

(CCCC)は現在、内務省で次官であるMr. MEACH Sophanaによって率いられている。カンボジア模倣品

対策委員会(CCCC)は、積極的に、すべての法執行官；日本、フランス、アメリカ等の国の大使館；シンガ

ポール、香港、オーストラリアを含む地域の執行機関； IP コンサルティング会社(例えば、Tilleke & 

Gibbins 等)、IP 専門家団体(例えば、 INTA 等)、及び、カンボジアの様々な商工会議所 (例えば、

AmCham、EuroCham等)；と協調している。 

Mr. LIV Sophanarith によって率いられる、カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)の事務局は、以下の責

任を担う： 

 カンボジアにおける知的財産権保護に関する国家政策の立案 

 知的財産権保護に関する管轄省庁及び他の機関との間の協力の促進 

 知的財産権に関する法律および規則の立案、周知及び施行 

 技術支援を受け、有効活用すること 

 知的財産権侵害を防止・撲滅するために政府機関及び裁判所との協力 
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事務局は最近、知的財産権侵害クレームシステムを設け、知的財産権の権利者からクレームがあった場

合に知的財産権侵害クレームがカンボジア模倣品対策委員会(CCCC)によってどのように取り扱われるの

かを示した次のフローチャートを提供した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

14 工業財産局の準備及び実現に関する省令 No. 5619号 

 カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)の参謀として職務を果たすこと 

 模倣品に対抗することに関して、経験と情報の共有・交換のために、一般公衆、私企業、国内及び国際

団体と連絡・協力する体制の構築 

 当該委員会の行動をサポートする、国内及び外国の技術・資金の提供者の獲得 

 消費者の健康に有害なすべての製品の情報、教育、阻止、及び禁止の普及のための計画 

 適用可能な手続に従い、違法行為を取り締まるため、省庁及び関係機関の特定部会との実施及び協

力 

 調査の実施、捜査、健康・社会安全を脅かす模倣行為に対する行使を支援するすべての手続の評価、

及び、措置を講じる前に大臣への報告 

 犯罪歴の収集、追跡、及び、文書と証拠を提出するために特定機関並びに裁判所との協力 

 模倣品に対抗する知識と能力を向上するために、事務局の役人に対して研修を行う戦約的な計画並び

に実行の立案14 
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Col Thomas Bovet / Kun Sothy Aug. 2017 for CCCC 

カンボジア模倣品対策委員会(CCCC) / 商標権者 – 措置及び協力に関するフロー

チャート 

CCCC 

申立書の受理，摘発&逮

捕用法的文書の準備 

サンプル検査 

書類の確認 

CCCC 

摘発&逮捕 / 差押え 

陳述&命令 

CCCC 

検査結果の確認 

更なる調査 

許可の申請

ermission 
権限付与 

商標権者 / ライセンシ

ー 申立書(Complaint 

Form)を CCCC事務局に

送付 

裁判所 

検察官 

起訴 

裁判の準備 

裁判 
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カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)は最近、知的財産権侵害者に対して数件の摘発成功をおさめた。

2017 年の初旬、カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)は、警察、検察官、及び、保健省、税関、カンボジ

ア輸出入検査・不正抑制局の代表、そしてその他と協調し、模倣化粧品の製造業者・販売業者に対して

複数の取り組みを行った。現在までのところ、これらの取り組みにより、許認可機関による検査を逃れ、そ

の中には消費者に有害な非常に多くの模倣品及び不正商品を押収した。第 6 章では、カンボジア模倣

品対策委員会による最近の業績の概要を示す。 

 

2.3 知的財産局 (商務省) 

知的財産局(DIPR: The Department of Intellectual Property Rights) は商務省の一部である。知的財産

局(DIPR)は、商標、不正競争行為、及び、地理的表示に関する政策立案及び実現の責任を担う。 

知的財産局(DIPR)は、政令 No. 54により 1997年に設立された。知的財産局(DIPR)はまた、知的財産権

に関与する省庁及び政府機関を監督する、カンボジアの国家知的財産権委員会(NCIPR)の事務局として

の機能を果たす。知的財産局(DIPR)の設立前は、国際貿易局が商標を登録し保護する責任を担ってい

た15。 

知的財産局(DIPR)は、次の目的を追求する。 

 

                                                   

15 ASEAN Intellectual Property Portal, Cambodia (2017)  

https://www.aseanip.org/Statistics-Resources/ASEAN-IP-Offices-Details/Cambodia.  
16  ASEAN Intellectual Property Portal, Cambodia (2017)  

https://www.aseanip.org/Statistics-Resources/ASEAN-IP-Offices-Details/Cambodia.  

 知的財産権政策に関する、調査研究、及び、商務省及び政府への提言 

 知的財産権に関する法律及び規則の調整及び準備 

 知的財産権に関する国際社会との国際取り組みの連携 

 カンボジアにおける知的財産権に関する 3 機関の審査、及び、すべての関係省庁と連携するために中

央機関としての役割を果たすこと16 

https://www.aseanip.org/Statistics-Resources/ASEAN-IP-Offices-Details/Cambodia
https://www.aseanip.org/Statistics-Resources/ASEAN-IP-Offices-Details/Cambodia
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知的財産局(DIPR)は、14名の商標審査官を含む約 60名のスタッフを有する17。 下図は、Mr. OP Rady 

により現在率いられる知的財産局(DIPR)の組織を示す18。 

 

 

知的財産局(DIPR)は、商標及び商号の登録を担う。知的財産局(DIPR)はまた、商標法及び規則の執行を

担う。知的財産局(DIPR)は、商標の紛争に関する行政処理、知的財産権者と侵害者との調停の調停人と

して機能する。 

知的財産局(DIPR)は、商標保護における権威として勝ち得た名声を有し、カンボジアにおける最も革新

的な政府機関の一つである。例示的かつめざましい業績は、多くの人々の期待を超えた、カンボジアのマ

ドリッド議定書への最近の加入である。カンボジアは、マドリッド議定書に加盟するために、素早く動き、タ

イ及びインドネシアのような隣国を出し抜き、ベトナム、シンガポール、フィリピンに続いて、現在 4 番目の

ASEANの国である19 。さらに、第 6章には、知的財産局の業績が示される。 

  

                                                   

17 WIPO, Workshop on Sub-Regional Workshop on The Establishment of Information Technology (IT) Infrastructure for The 

Effective Utilization of Patent Examination Results of The Other Intellectual Propety Offices (IPOs) 

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/aspac/en/wipo_asean_ip_tyo_12/wipo_asean_ip_tyo_12_ref_z_cambodia.pdf. 

18 知的財産局の準備及び実現に関する省令 No. 206号 

http://www.cambodiaip.gov.kh/TemplateTwo.aspx?parentId=2&menuid=61&childMasterMenuId=29.  

19 http://www.tilleke.com/resources/cambodia%E2%80%99s-swift-accession-madrid-protocol.  

副局長 

局長 

副局長 副局長 

管理・情報

技術部 
消印登録部 商標登録部 

地理的表

示・営業秘

密部 

協力・法務

部 

訴訟部 

国際商標登録部

（マドリッド） 
教育・国民意識

部 

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/aspac/en/wipo_asean_ip_tyo_12/wipo_asean_ip_tyo_12_ref_z_cambodia.pdf
http://www.cambodiaip.gov.kh/TemplateTwo.aspx?parentId=2&menuid=61&childMasterMenuId=29
http://www.tilleke.com/resources/cambodia%E2%80%99s-swift-accession-madrid-protocol
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2.4  工業財産局 (工業・手工芸省)  

工業財産局は、工業・手工芸省(MIH: The Ministry of Industry and Handicraft)の一部である。工業財

産局は、特許権、実用新案証、及び、意匠権の付与を担う。省令 No. 451 MIH/2014 は、工業・手工芸

省(MIH)の工業財産局における次の役割及び責任を明確にした20。 

 

 

 

 

 

                                                   

20 省令 No. 451 MIH/2014. 

 カンボジアにおける、特許権、実用新案権、植物育成者権、意匠権、及び、集積回路の保護を強化す

る政府政策、戦略、目標、計画の立案及び実現 

 特許権、実用新案権、植物育成者権、意匠権、及び、集積回路に関する権利の付与に関する規則、手

続、運用の作成 

 特許権、実用新案権、植物育成者権、意匠権、及び、集積回路に関する権利の付与及び管理に関す

る規制枠組み、手続、運用の施行 

 公報の発行又は他の手段による、特許権、実用新案権、植物育成者権、意匠権、及び、集積回路に関

する情報の公告 

 発明センター、特許創造センター、意匠調査・審査センター、及び発行・知的財産権研修センターの管

理 

 技術のイノベーション及び開発のための枠組みを提供する政策の促進、準備、及び立案 

 産業財産権に関する人材開発及び研修準備 

 科学技術の発展のために、新規な発明、新規な特許、及び調査を促進するツールとして、産業財産権

に関する情報の公告及び利用 

 産業財産権に関与する政府機関に対する登録手続の施行 

 産業財産権に関する紛争の円滑化・解決 

 産業財産権業務に関する、国内・国際機関との円滑化・協力、及び連携の進展 

 産業財産権の進展の結果に対する報告及び評価 
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次図は、Mr. PHE Chantravuth によって率いられる、工業・手工芸省(MIH)の工業財産局の組織構成を

示す。 

 

 

2.5 著作権部 (文化芸術省) 

文化芸術省は、著作権部(DCRR: Department of Copyright and Related Rights) を監督し、著作権登

録のための申請の受理と著作権の登録証の発行を担う。 

著作権部(DCRR)は、次の責任を担う。 

  

 国内・国際開発による、著作権及び関連する権利に関する政策の立案及び促進 

 文化部門において、著作物等の保護を奨励し、新規な著作物等の創造を促進するために、著作権及

び関連する権利の行使 

 著作権及び関連する権利に関する法律の施行の管理、円滑化、及び改善 

 集合的な管理団体を介した著作物等の管理及び円滑化 

 著作権及び関連する権利の調査、教育、及び促進 

 著作物等の登録 

 著作権及び関連する権利を取り扱う外国機関及び組織との連絡 

 著作権部(DCRR)の業務に関する報告の準備及び周知 

 

局長 

副局長 副局長 副局長 

管理部 特許部 育成者権部 意匠部 

カンボジア 

イノベーショ

ン・クリエー

ティブィティ

部 

紛争解決 

・協力部 
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下図は、現在Mr. SIN Sarady によって率いられる、著作権局(DCRR)の組織構成を示す。21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

21 http://www.cambodiaip.gov.kh/TemplateTwo.aspx?parentId=2&menuid=237&childMasterMenuId=237  

局長 

副局長 副局長 副局長 

登録部 研究開発部 管理部 教育&普及部 共同管理部 

http://www.cambodiaip.gov.kh/TemplateTwo.aspx?parentId=2&menuid=237&childMasterMenuId=237
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2.6 反経済犯罪警察局 (内務省) 

反経済犯罪警察局（経済警察）は、2002 年に政令によって設立され22、国家警察の General 

Commissariat に置かれる。 CAMCONTROL と合同して経済警察は、模倣業者の調査と、輸送中の、市

場にある、あるいはカンボジア国境で、申し立てられた模倣品の押収を行う。経済警察は、専門機関であ

り、そして、調査及び捜査を行い、カンボジアの国内経済政策を発展・保護する目的のために経済犯罪を

防止して対抗する権限を有する。 

政令及び他の政策により、経済警察は次の責任を担う。 

 

                                                   

22 2002年 1月 18日付政令 No. 27 ANK/PK号 
23 Prakas No.2873 on Duty, Obligations, Rights, and Structure of Anti-Economic Crime Police Department. 

 法律、戦約、経済政策、運用、他の規則の研究と、カンボジア国内外の経済状態に関する情報の収集

と、経済犯罪行為に関する情報の収集 

 あらゆる種類の経済犯罪を研究、調査、防止する他の機構及び管轄官庁との協力。これにより、経済状

態の安定を確保し、国内資源及び環境を保護し、公正な市場競争の権利・利益を保護し、知的財産権

及び消費者の権利を保護する。 

 経済犯罪を判断するために、民間機関の事業の研究及び調査 

 あらゆる種類の経済犯罪に対して戦約的プランを予測して判断するために、変化を監視し評価すること 

 国内経済政策又は国内経済安全保障に悪影響を及ぼす、疑いのある国際的かつ複雑な経済犯罪を

監視し評価すること 

 経済犯罪を調査し、捜査し、防止し、及び対抗する円滑な手続を奨励する機関へのアドバイスのガイダ

ンス、チェック、及び提供 

 カンボジアにおける経済犯罪を抑制するための手続の施行と、令状、判決等の行使とに関して、検察庁

及び裁判所との連絡 

 司法研修及び外国語研修を含む、当局の監督下での役人に対する研修プランの立案 

 司法警察中央局及び国家警察の General Commissariatへの結果報告 

 事務的業務、そして、司法警察中央局、国家警察の General Commissariat 及び内務省によって指定

された実施業務の履行23 

 

下図は、経済警察の組織構成を示す。 
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下図は、経済警察の組織構成を示す。 
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2.7 検察庁 

カンボジアには、現在、知的財産権侵害等の経済犯罪の追及を担う特別な検察庁は存在しない。検察庁

には職権強制措置を取る権限が与えられているが、検察庁は一般的に、権利者が告訴した後、侵害者に

対して刑事訴訟を起こすのみである。 

検察庁は、刑事告訴をするための十分な証拠を収集するために、捜査、強制捜索、押収、及び他の強制

措置を経済警察に指示する。 

他には、経済警察は、職権強制措置を行い、検察庁に結果を提出する。これらの結果に基づいて、検察

庁はさらに、捜査を要求し、又は、刑事告訴に進むことができる。また、刑事告訴するために証拠が十分

であることが確信できないときは、検察庁はこの結果を棄却することができる。 

模倣業者に対する裁判をもたらすために、カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)はイニシアティブをとり、

検察庁に捜査による発見物を提出するが、警察又は検察庁がイニシアティブをとることは多くはない。 

 

2.8 カンボジア関税消費税総局 

カンボジア関税消費局（関税局）は、正当な貿易及び観光の促進・円滑化、政府歳入の徴収・増加、公正

な経済競争の確保、社会安全及び国内安全保障の拡大、及びカンボジア経済発展・実行可能性の維持

を担う。 

知的財産権侵害に関して、権利者は、国境措置について、標章、商号及び不正競争行為に関する法律

の第 35 条に従って申請することができる。適切な手続がとられ（第 3 章参照）、商品が模倣品であること

が証明された場合、その商品は関税局によって破壊される。 

関税局の役割及び責任は次の通り定義される。 

  

 専門的で半武装した組織の編成及び管理 

 輸入品及び輸出品に関して政府によって課される関税の脱税に対して法律行為を行うこと 

 輸入品及び輸出品に関する関税及び金額を管理、取り締まり、及び徴収 

 税関の不正を含むすべての不正行為の抑制及び防止 

 国際貿易の円滑化 
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下図は、関税消費税総局の組織構成を示す24。 

 

 

 

2.9 裁判所 (司法省) 

裁判所（自治体又は地方裁判所、控訴裁判所、及び最高裁判所を含む）は、カンボジアにおける知的財

産権に関する紛争解決を担う最終意思決定機関である。裁判所は、差止を命令し、損害賠償を裁定し、

侵害の疑いのあるものに関して措置を講じることを税関及び他の政府機関に命令することができる。また、

裁判所は、押収した模倣品の破壊を命じることもできる。 

しかし、知的財産権に関する裁判所間の制度知識はかなり限られている。知的財産権者はしばしば、制

度知識の不足と贈収賄によって結果がゆがめられるというリスクにより、裁判という知的財産権の行使を回

避する。さらに、裁判事件は、時間がかかり、高額なことが知られており、また、その結果を予測することは

難しい。 

 

                                                   

24 2013年 10月 16日付カンボジア王国政府政令 No 488号 
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